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 リン資源は世界的な枯渇性の資源であり，現在利用されている高純度のリン鉱石はこの数十年以内に枯

渇するとの説がある．一方で，リンは閉鎖性水域の富栄養化の原因とされる物質である．したがって，リ

ン資源の循環は，リン資源の確保と環境保全にとって有効な施策である． 
 以上の背景から，本研究では現状でのリン収支の問題点を整理し，近年の技術的動向を踏まえて我が国

におけるリン資源の循環利用の可能性について，生活排水処理分野を中心に基礎的な検討を行った．その

結果，生活系でリン鉱石での輸入量の約20％に相当する量の循環が可能であること，排水処理分野におい

てはリン回収と地球温暖化防止が条件づきではあるが両立できる可能性があることがわかった．また，さ

らなる循環に向けたいくつかの問題点の抽出を行った． 
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1.  はじめに 
 
 リンは，農業分野では肥料の三要素の一つに位置づけ

られ，生物の生存にとって必須の元素である．このため，

リン（リン酸）を肥効成分とする肥料が従来から大量に

生産・消費されている．このようなリン肥料の原料には，

主にリン鉱石が用いられているが，工業用に利用される

リン酸含有率30％(as P2O5  P換算約13％)以上の優良なリ

ン鉱床は国内にはなく，我が国は全量を輸入に頼ってい

る状況にある1)．優良なリン鉱石については，可採埋蔵

量が限られており採掘可能年数は60年程度といわれる世

界的な枯渇資源である．そのため，すでにアメリカ合衆

国では戦略物資として輸出を禁止しており，有力な産出

国である中国も輸出を制限し化学肥料へ加工しての輸出

へとシフトする傾向がある1)． 
 一方，リンは窒素と並んで閉鎖性水域の富栄養化の原

因物質であり，リン排出量の削減は水質汚濁防止の観点

から特に重要である． 
 このような状況を踏まえるとリン資源については，可

能な限りの循環利用を行い，自然界への排出を抑制しな

がら，理想的にはリン資源の消費も抑えてリン鉱石の輸

入はなくすことを指向することが望ましいと考えられる． 

 このようなリン資源回収の重要性の認識の広まりから，

近年下水道等の生活排水処理分野ではリン資源回収の技

術開発が多数行われており，そのいくつかは実用化され

ている2)． 
 本研究では，リン鉱石の消費を極力抑制するためにリ

ン鉱石代替またはリン酸肥料代替としてのリン資源の我

が国における最適な循環システムを提案することを基本

的な着想としているが，本稿では，技術開発等の状況を

踏まえて下水道等の生活排水処理におけるリン回収技術

の適用の推進が量的な面や環境の面で有意義であるかど

うかを見極めるとともに，検討の過程でいくつかの問題

点を抽出して我が国におけるリン資源循環の仕組み作り

の端緒とすることを目的としている． 
 なお，リン資源の循環とはリン鉱石等の一次資源を原

料とする肥料等の消費を抑制するために排水や廃棄物か

らリンを回収して，リン鉱石代替やリン肥料として有効

利用することを本稿では考慮している． 
 検討としては，第一段階で既存文献と補足の検討をも

とに我が国におけるマクロ的なリン収支と生活排水処理

での受入量及び現状技術での回収可能なリン量の試算に

より量的な面での検討を行った．なお，この中で農業・

畜産業での問題点の指摘も行った．第二にリン回収技術
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図-2 我が国の生活系排出でのリンの収支 
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図-1 我が国におけるリン収支の概要(2002年ベース） 

（既往研究1)を参考に作成した） 

のいくつかに対してLCAでの分析を試み，環境面からの

検討を行った． 
 筆者らは，本研究を始めるに当たって,基本的方針に

ついて精度として低いながら検討を行い，口頭発表を行

っている3)．本研究は，その内容の検討範囲を広げてと

りまとめたものである． 
 
2.  リン資源循環に関する既往研究等 

 

 我が国におけるリンの収支については，閉鎖性水域の

富栄養化対策の側面から研究が行われており，中西ら4)，

手塚ら5)，水谷6)などの研究がある．また，鉄鉱石等の鉱

物での意図しない国内への輸入量も多く，そのような輸

入量を含めた検討として横山ら7)の検討がある．これら

をもとに(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構が収支フ

ロー図を作成している1)． 

 リン資源の下水処理施設での回収については，福岡市

や島根県での実施事例があり8),, 9)，MAP法が適用されて

いる．近年リン資源回収の重要性の認識から数多くのリ

ン回収技術が開発されており，加藤らは44種類の技術に

ついてレビューを行うとともに2)，下水処理システムへ

の最適な適用についての検討を行っている10)． 

 また，横山らは製鋼スラッグからのリン資源回収につ

いての技術開発と環境負荷の効果についての研究を行っ

ている7)． 

 土壌肥料分野においては，リンの施肥効率が低く大量

に消費されていることを問題視し，施肥改善の可能性に

ついて昭和58年に日本土壌肥料学会がシンポジウムを開

催して，その成果を公表している11)．近年の農地でのリ

ン蓄積の状況について，西尾や小原らの検討がある12), 13)． 

 

3.  我が国におけるリン資源収支 

 

(1)  我が国の全体収支 

 我が国におけるリン資源収支検討は，かなり以前から

行われている．我が国における収支の概要を検討事例1)

を参考にして作成し図-1に示す． 

 国内でのリンの産出は存在するが，リンの資源化を

意図しない石灰石等に含有する部分である．我が国への

輸入は，全体で 738 千 t-P/年であり，食品・飼料等の製

品によるものが最も多い．鉱物含有の量もリン鉱石によ

る輸入量を上回っている． 
 一方，排出としては施肥された後の土壌蓄積が輸入全

体量（738 千 t-P/年）の約 47％となっており，リンが農

用地等において蓄積されていることが示されている．ま

た，リン利用には全く関係のない建設資材蓄積も輸入全

体量の約 29％に相当する量となっている．また，畜産

から農地への還元が約 21％であるが，食品や人の生活

からの還元は約 2％にとどまっている． 
 

(2)  生活系（排水，厨芥等生ごみ）の排出リン負荷量 

 リン資源収支は従来の検討によりマクロ的には把握さ

れているが，研究で利用する数値を得るために，本研究

の対象範囲の生活排水及び厨芥等生ごみ分の廃棄物の処

理によるリン資源収支についての検討を行った．その結

果を図-2 に示す．なお，図-2 のデータは，独自に計算

したものであり，図-1と整合がとれたものではない． 

 

 図-2 の作成では以下のようなデータを利用した．ま

た，計算に利用した数値及び原単位を表-1~2 にまとめる． 
a) 設定数値の根拠 

 (a) 処理形態別人口：「日本の廃棄物」14)による． 
 (b) 発生原単位：排水 「流総指針」15)による． 
       生ごみ ディスポーザ排水の調査結果16)

 (c) 下水道での収支：「流総指針」17)を参考に脱リン設

備のない処理方式の値を採用した．なお，脱リンとは本

稿では，下水道や浄化槽の汚水処理施設でのリン高度処

理に対して用いる． 
 (d) 浄化槽での収支：既存調査事例18)での排出原単位を

採用した． 
 (e) し尿処理施設での収支：「計画・設計要領」19)より

処理水質を設定した． 
b) 算定結果の既存文献1)との比較 

 算定した結果と文献1)の数値を比較すると図上では確

認できないものの人の排水経由の排出量については10％
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未満の相違となっており，比較的整合がとれている結果

となった．人の廃棄物分は本稿での検討は生ごみ分であ

るので人の廃棄物全体の一部のみの計上である点が文献
1)と相違する． 

 最終排出（図の右側）では，文献1)が再生利用を考慮

したフローであるのに対して，本検討は再生利用を考慮

していない点で相違が見られる． 

 ただし，生ごみを除く発生量では概ね整合性がとれて

いるため，以下の検討に利用できるものと考えられる． 

(3)  リン収支（図-1）にもとづく課題等の抽出 

a) 土壌蓄積について 

 図-1に示す我が国でのリン収支にもとづけば，形態を

問わない全体の輸入量（738千t-P/年）の約47％に相当

する量が土壌蓄積となっている．この量は肥料として利

用されているものの農産物の生産（生育）には寄与せず

蓄積されている量である．このため，土壌蓄積量の削減

は循環利用の促進を図る以前の課題として検討されるべ

きであり，状況によっては本研究で考えているリン資源

の循環システムの構築も意義が小さくなる可能性がある．

この点について農地等でのリン酸肥沃土の状況等から以

下に考察する． 

 我が国での農地等でのリン酸肥沃度の状況としては，

土壌中の可給態リン酸（植物根から分泌される根酸と同

程度の微酸で溶解するリン酸．カルシウム結合型のリン

酸が主体）濃度の全国的調査のとりまとめと解析がある
13)．図-3にその結果を示す． 

 この解析によれば，野菜栽培を中心とした施設栽培で

は土壌へのリン酸の蓄積は徐々に進んでおり，リン酸施

肥量削減の可能性が示されている．しかし，一方で，耕

地面積の6割以上を占める水田，普通畑では，国の「地

力増進指針」20)示されている目標値である乾土100g当た

り10mg-P2O5に対して約2割の調査地点で下回っており，

このような農地等では継続的なリンの供給が必要である

ことがわかる． 
 リン酸蓄積量が十分な農地も相当あるにもかかわらず

リン酸肥料消費量に結びつかない原因として現状におい

てたい肥等がリン酸に関して施肥設計に考慮されていな

いことが多いことが指摘されている12)．西尾らは農地で

のリン酸利用の実態解析をもとに，たい肥等有機質資材

由来のリン酸が有効に吸収されている実態を明らかにし

ており，その結論としてたい肥等を施肥設計に考慮する

ことによりリン酸肥料の施肥量削減の重要性を指摘して

いる12)． 
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 地目の上の数値は調査巡次（1979-1983 年に 1 巡目が行われ
概ね5年ごとに行われている．） 
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図-4 下水汚泥の再利用状況(2004データ）21）

表-1 生活系リン収支の計算根拠(1/2)14), 18), 19)

人口 処理水質 除去率 希釈倍率
(千人) (mg/L) (%)

下水道 82,000 - 45 -
し尿処理 13900 1.0 - 1.5
合併浄化槽 13300 16.0 - -
単独浄化槽 18300 4.5 - -
自家処理 300 - - -

処理区分

 

表-2 生活系リン収支の計算根拠(2/2)15)

リン負荷量 排水量
（g/人日） (L/人日)

し尿 0.9 200
雑排水 0.4 50

排水区分

 

 以上のように，未だリン酸肥料の供給が不十分の農地

が存在するものの，土壌蓄積については施肥設計の改良

による施肥量削減に伴い削減できる可能性をもっている

と考えることができる．ただし，現状では削減量の予測

ができておらず，その効果の定量は今後の課題としたい． 

b) 生活排水からの排出 

 生活排水のうち，最大の排出源は下水道である．下水

道では，排出形態として処理水と汚泥の２形態がある．

そのうち現状での汚泥の使用状況は図-4に示すとおりで，

農緑地還元は発生量の約14％程度である21)．この量は図-
2の収支から計算すると2.4千t/年程度であり，下水道全

体の受入リン量に比較して低い数値であると言える．こ

の下水道受入分のリン回収の増加についてが本稿での主

要なテーマである． 

 下水道以外の生活排水処理では浄化槽による処理の場

合，現在普及している浄化槽では脱リン処理がなされて

いないためリンは処理水として放流されている．リン除

去プロセスを適用してリンを汚泥に移行させて汚泥再生
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処理センターに持ち込んで回収処理するなどの技術やシ

ステムの根本的な改善が課題となる． 

c) 厨芥等の生ごみ 

 厨芥等の生ごみは，ごく一部でたい肥化が行われてい

るが，ほとんど全部が，可燃ごみとして焼却・埋立処分

されているため循環の系外となっている． 

 現状においてリン資源回収技術は排水処理分野で開発

されていることを考慮すると，厨芥等の生ごみ含有のリ

ン資源についても排水処理系に導くことを考慮してもよ

いと考えられる．その場合，直投式ディスポーザーが現

在適用可能なシステムとして考慮できる． 

 直投式ディスポーザーの導入については，嫌気性消化

によるメタン回収等の資源回収手法としての評価22)もあ

るが，加えて下水と混合して生ごみ中のリンの回収がで

きれば直投式ディスポーザーの長所の一つと位置づける

ことができる． 

d) 建設資材等への蓄積 

 建設資材へのリンの蓄積は，リン資源の必要性の全く

ない用途である．このため，このような用途に対しては

リン除去の前処理を行った後に利用する方法を模索する

必要がある．下水道では汚泥の建設資材化の前でのリン

回収処理が考えられる．また，製鋼スラッグについては，

前述のように横山らの研究がある7)． 

d) 畜産系からの排出 

 畜産系からの排出は，多くが形態は不明であるが畜産

系廃棄物の約95％が再利用されている実態23)から農緑地

還元されているものと考えられる．先にも述べたように

循環利用のたい肥等についてはリン成分が施肥設計に考

慮されていないという問題があり，適切な施肥設計によ

って化学肥料等の使用を削減できればリン鉱石の消費量

を削減できる可能性がある12)． 

 
4.  現状技術での潜在的リン回収可能量の検討 

 

(1)  検討方針と内容 
 現状で適用可能と考えられる技術によって可能なリン

の回収量を，回収技術ごとに施設に流入（収集）するリ

ン量に対する比率として把握し，図-2に示される排水処

理形態別負荷量の値と組み合わせて，我が国での潜在的

リン回収可能量を概略把握する． 
a) 下水道での回収 
 下水処理施設におけるリンの収支を以下の３種類の適

用について検討する． 
(a)検討ケース 
・水処理過程でリンの高度処理（以下，「脱リン」），

汚泥処理過程で嫌気性消化を行うケース（脱リン＋嫌気

性消化）． 

・水処理過程で脱リンを行うが，汚泥処理過程での嫌気

性消化は行わないケース（脱リン）． 
・標準活性汚泥法で脱リンを行わない．また，汚泥処理

過程での嫌気性消化も行わないケース（標準法）． 
(b)排水中のリン回収 
 下水処理施設では，福岡市及び島根県で実用化されて

いるMAP法を想定する．回収対象汚水としてはリン回

収の効率性を検討した既往研究10)で最善とされ，かつ，

福岡市や島根県の施設でも適用されている脱水ろ液とす

る．回収対象となるリン量は福岡市の複数の施設の水質

実績データ24)を利用して施設内のリン収支の推計計算を

行い，脱水ろ液のリン量を計算した． 
 回収設備に流入するリン量のうち回収が可能な量の比

率は，汚泥再生処理センター生物処理水を対象とした実

験データであるが福岡市の水質に近似している技術評価

データ25)の数値を利用し，リン回収設備への流入リン量

の80％とする．この値はT-P濃度としてデータが入手で

きた島根県の施設と同程度の数値である26)． 
(c)焼却灰中のリン回収 
 焼却灰中のリン量は国土交通省が進める産官学連携プ

ロジェクトにおける開発技術であるアルカリ性溶液添加

による抽出法の技術評価報告書27)での測定データを利用

する．回収設備へ受け入れることのできるリン量は下水

中から除去されたリンがすべて汚泥経由で焼却灰に移行

すると考えて設定した．回収可能量は上記報告書により，

リン回収設備への設備受入リン量の64％とした． 
b) 汚泥再生処理センターでの回収 

 汚泥再生処理センター（以下、し尿及び浄化槽汚泥の

処理施設として「汚泥再生処理センター」と記載す

る．）でのリン回収法としては，HAP法，MAP法が適

用可能であり，処理施設内のリンの回収設備への流入量

及び回収量は，日本環境衛生センターによる技術評価25), 

28)の値である設備流入リン量の80％とした．技術評価28)

に示されているリンの収支は図-5に示すとおりである． 
c) 浄化槽汚泥から回収 
 浄化槽汚泥は，汚泥再生処理センターでリン回収が行

われるとした．浄化槽汚泥のリン含有量は浄化槽での処

理水質と流入水質の差が浄化槽汚泥に移行すると考える．

このとき，流入水質は表-2から計算し，処理水質は既存

文献の値18)を用いる． 
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備
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汚泥処理設備

32.0

回収リン　13.3

16.6 0.13.3

18.6  

図-5 汚泥再生処理センターにおけるリン収支の試算例29)
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(2)  処理過程で対象となる回収可能なリン資源量 

a) 下水道での回収可能量 
 ３ケースについてリン回収可能量を試算した結果を

表-3に示す。この結果では排水として回収する場合は，

脱リン+嫌気性消化の方式が，焼却灰での回収処理の場

合は脱リン処理が，回収率を向上させる方法であること

が示されている。 
 問題点としては，現状の主流の処理方式である標準活

性汚泥法では脱水ろ液，焼却灰とも技術検証が行われて

いる濃度範囲に対して低い濃度となっており，既存技術

の適用範囲とするためには，リン濃度を脱水ろ液，焼却

灰ともに上げる必要があり，新たに脱リン設備を設置す

るか新規の技術開発が必要となると考えられることが挙

げられる． 
b) 汚泥再生処理センターでの処理対象量と回収可能量 
 汚泥再生処理センターでのリン回収可能量の検討結果

は表-4に示すとおりであり，42％の回収可能量となって

いる． 
c) 浄化槽での処理対象量と回収可能量 
 浄化槽でのリン回収可能量の検討結果は表-5に示すと

おりである．浄化槽では脱リン機能がない製品がほと

んどでリンの大部分が放流されてしまう結果となった． 

表-3 下水道処理施設におけるリン回収可能量の試算 
流入 処理水 脱水ろ液 焼却灰

試算での流量 千m3/日,kg/日 100 100 0.5 3.4
濃度 mg/L，g/kg 4.7 0.3 166 103.4
負荷量 t/日 0.47 0.030 0.090 0.348
流入水に対するリン量
の比

％ 100.0 6.4 19.2 73.9

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - - 15.4 47.3

試算での流量 千m3/日,kg/日 100 100 0.3 3.4

濃度 mg/L，g/kg 4.7 0.3 67 118.9
負荷量 t/日 0.47 0.03 0.037 0.399
流入水に対するリン量
の比

％ 100.0 6.4 7.8 85.0

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - - 6.2 54.4

試算での流量 千m3/日,kg/日 100 100 0.3 3.4
濃度 mg/L，g/kg 4.7 3.0 31 49.3
負荷量 t/日 0.47 0.300 0.010 0.166
流入水に対するリン量
の比

％ 100.0 63.8 2.1 35.2

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - - 1.7 22.5

標準法

脱リン＋
嫌気性消化

脱リン

表-4 汚泥再生処理センターにおけるリン回収可能量の試算 

流入水 希釈水等 生物処理水

試算での流量 m3/日 100 66 166.0

濃度 mg/L 320 0 100.0
負荷量 kg/日 32.0 0 16.6
流入水に対するリン
量の比

％ 100 0 52

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - - 42
 

 

表-5 浄化槽におけるリン回収可能量の試算 

流入水 処理水 汚泥
流量 m3/日 100 100 -
濃度 mg/L 5.2 4.2 -
負荷量 kg/日 0.52 0.42 0.10
流入水に対するリン量
の比

％ - -

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - -

流量 m3/日 100 100 -
濃度 mg/L 18 16 -
負荷量 kg/日 1.80 1.60 0.20
流入水に対するリン量
の比

％ - -

流入水に対する回収
可能なリン量の比

％ - -

単独浄化槽

合併浄化槽
19
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表-6 現状技術を適用した場合での 

我が国におけるリン資源回収可能量 

比率 リン量
(千t/年) (%) (千t/年)

下水道 38.9 54 21.2
し尿処理 6.1 42 2.5
合併浄化槽 6.3 8 0.5
単独浄化槽 6.0 5 0.3
生活系　計 57.3 24.5

現状技術で回収可能なリン量
区分

発生量
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図-6 ＨＡＰ法及びＭＡＰ法の処理フロー 

洗浄 洗浄

脱水 脱水

排水

下水
焼却灰

熱交換

脱リン灰 回収リン酸塩

反応槽 個液分離
りん回収
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NaOH添加

硫酸添加

白防空気

洗浄排水 消石灰

処理水
処理水

再生水

図-7 アルカリ性溶液添加による下水焼却灰からのリン回収

処理のフロー28)

 
(3) 我が国での潜在的回収可能なリン資源量の把握 
 前述した各排水形態に対する潜在的な回収可能なリン

資源量を計算する．なお，あくまで現状技術での可能性

を探るための試算であるので，下水道の場合は，最大の

54％の回収可能比率を採用する．検討結果は，表-6のと

おりであり，受入リン量の約40％，リン鉱石の輸入量

（111t-P/年）に対しては約20％となっている． 
 

5.  リン資源回収のCO2収支の検討 
 

(1)  検討ケース 

 検討するケースは，次のとおりである． 

a)下水道（脱リン＋嫌気性消化）脱水ろ液リン回収 

 脱リンと汚泥処理で嫌気性消化を行っている下水処理

施設で，消化汚泥の脱水ろ液からリンを回収する．この

場合，既存施設に対しリン回収設備のみ付加すればよい． 

b)下水道（脱リン）汚泥焼却灰リン回収 

 脱リンは行うが嫌気性消化を行わず下水汚泥を焼却し

ている下水処理施設で焼却灰からリンの回収を行う．こ

の場合も，既存施設に対しリン回収設備のみ付加すれば
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よい． 

c)下水道（標準法）汚泥焼却灰リン回収 

 脱リン設備のない標準活性汚泥法の下水処理施設にお

いて汚泥焼却灰からリン回収を行う．なお，汚泥焼却灰

としたのは結果としてCO2排出量が小さくなるケースで

あったためである． 

 この場合，リン濃度が低くなるため現状の技術ではリ

ン回収の効率が下がることが予想されるため，既存施設

に対して水処理過程で脱リンを行い，さらにリン回収設

備を付加する． 

d)汚泥再生処理センターリン回収 
 汚泥再生処理センターにおいてし尿及び浄化槽汚泥処

理の過程でリン回収を行う．検討は高負荷膜分離処理方

式の施設において高負荷脱窒素処理の膜分離水からリン

回収を行う．この場合，既存施設に対しリン回収設備の

み付加すればよい． 

(2)  検討条件 

 検討ケースの設定から，比較のためには以下の単位操

作等のインベントリ分析結果が必要になる． 
・リン回収技術（HAP法，MAP法，下水汚泥焼却灰リ

ン回収） 
・下水道終末処理施設の水処理での脱リン処理 
・リン酸肥料の製造 
a)リン回収技術 

 (a) 対象技術であるHAP法，MAP法，下水汚泥焼却灰

の資材・エネルギー等の消費量は各技術評価図書の経済

性評価29), 30), 31) のモデル設計での採用値を基本的に利用し

てインベントリ分析を行う．それぞれの単位操作のフロ

ーは図6～7に示すとおりである． 

表-7 単位操作のインベントリ分析に用いたリン回収設備のリ

ン収支等25), 27), 28)

HAP法及びMAP法
項目 単位 HAP法施設 MAP法施設

処理量 m3/日 166 102
流入リン濃度 mg/L 100 110
処理水リン濃度 mg/L 20 10
回収リン量 kg-P/日 13.3 10.2
焼却灰リン回収設備

項目 単位 諸元
処理量 t-灰 400
受入リン量 kg-P2O5/日 1,000
回収リン量 kg-P2O5/日 636  

表-8 リン回収設備の消費資材等 
           （参考文献 29), 30), 31)より設定した） 

下水道（脱リン＋嫌気性消化）脱水ろ液リン回収
電力 kWh/年 28,878
水酸化マグネシウム kg/年 9,581
水酸化ナトリウム kg/年 5,877
埋立処分 kg -18,255 焼却灰埋立の削減
汚泥処理 kg -18,255 汚泥処理の削減
下水道（脱リン）汚泥焼却灰リン回収
電力 kWh/年 136,000
消石灰 kg/年 503,000
水酸化ナトリウム kWh/年 165,000
硫酸 kg/年 53,000
熱利用 MJ/年 -3,211,640 排熱の利用
汚泥再生処理センターリン回収

項目 単位 数量 備考
電力 kWh/年 70,781
塩化カルシウム kg/年 44,530
水酸化ナトリウム kg/年 10,950

塩化第二鉄 kg/年 -30,251
後段凝集分離処理で
の削減
37％溶液

水酸化ナトリウム kg/年 -11,498 同上，25％溶液
埋立処分 kg -23,767 焼却灰埋立の削減
汚泥処理 kg-DS -23,767 汚泥処理の削減  

表-9 LCA検討に用いた主な原単位 
区分 項目 数値 単位 備考

電力 0.564 kg-CO2/kWh 32）

A重油 0.074 kg-CO2/MJ 32)，発熱量は「総合エ

ネルギー統計」
36)
の値

C重油 0.074 kg-CO2/MJ 32)，同上

軽油 0.078 kg-CO2/MJ 32)，同上

LPG 0.063 kg-CO2/MJ 32)，同上

ナフサ 0.069 kg-CO2/MJ 32)，同上

熱 0.077 kg-CO2/kg 32）
水酸化ナトリウム 1.370 kg-CO2/kg 32）

その他の薬品 0.348 kg-CO2/kg 32)，その他無機化学工
業品

生コンクリート 0.205 kg-CO2/kg 32）
鋼材 1.463 kg-CO2/kg 32）
建築 668 kg-CO2/m

2 32）,非住宅・非木造

排水処理 2.49 kg-CO2/kg-BOD 33) 中の数値より作成

下水・汚泥処理 0.645 kg-CO2/kg-DS 同上

焼却灰最終処分 0.0323 kg-CO2/kg 34) 中の数値より作成

リン鉱石外航輸送 0.0101 kg-CO2/t･km 35)

稼動時
資材等

建設時
資材等

二次
原単位

 モデル設計での施設稼動条件及び主なエネルギー・資

材等の消費量は表-7～8に示すとおりである． 
また，モデル設計では記載がないが削減要因として排出

汚泥量の削減に起因する汚泥処理，埋立処分量の減少を

考慮する．焼却灰からの回収では出典にもとづいて排熱

の有効利用を考慮する． 
 汚泥処理及び埋立処分量の削減はリン回収で減量でき

る汚泥分で塩化第二鉄を凝集剤として利用するものとし

てFePO4での汚泥量とした．埋立対象の焼却残渣量につ

いては酸化反応で鉄，リン酸とも形態が変化するが，変

化後の想定される形態（Fe2O3,P2O5)を考慮すると対酸素

量でFePO4と等モル比となることから発生汚泥量と同量

とする． 
 なお，今回の検討では開発された技術を網羅的に検討

するわけではなく，入手できた技術資料によって検討を

行うものである．したがって，本検討での結果がリン回

収技術に対する一般論となっていない可能性があり，今

後の研究の課題となる． 
 (b) 比較の機能単位としては，各回収法とも有効なリ

ン酸含有量（く溶性リン酸）としては，市販のリン酸肥

料と同程度あり，リンの形態もほとんどがく溶性リン酸

の形態をとっているためリン量当たりの肥効は同等であ

ると仮定して，回収したリン量当たりで比較する． 
 (c) LCA原単位を用いてライフサイクル負荷量で行う．

検討は基本的に稼動時の検討を行う．なお，リン回収に

よって削減できる汚泥処理や後段の水処理過程について

も検討範囲とする． 
 (d) 利用した原単位は基本的に「建物のLCA指針」32)に

記載されたものとし，一部には他の検討事例33), 34) ,35)から

の二次原単位を用いた．主な数値は表-9にまとめたとお

りである． 
 (e) 建設時・廃棄時については稼動時の負荷に対する

比率で算定を行う．設定する比率は，検討のうちHAP法
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で行った検討結果を他の手法に当てはめるものとする． 

0.0 5.0 10.0 15.0

リン酸肥料製造

汚泥再生処理
センターリン回収

下水道（標準法）
焼却灰リン回収

下水道（脱リン）
焼却灰リン回収

下水道
（脱リン+嫌気性消化）

脱水ろ液リン回収

回収リン量当たりCO2排出量（kg-CO2/kg-P)

脱リン処理

排熱利用回収削減分

リン回収負荷（削減効果考慮後）

リン回収負荷（削減効果考慮後）

後段凝集処理での削減

汚泥処理での削減分

図-8 リン資源回収とリン肥料製造の比較 

 (f) モデル設計の中で，リン回収設備がない場合でも

必要となる機器は検討対象外とした。 
 (g) 比較対象として，リン酸肥料の環境負荷量を利用

する．比較のときの機能単位としては含有リン量当たり

とする． 

b) 下水道での脱リン処理（リン高度処理）の検討条件 
 脱リン処理は，現在，A2O法により脱窒処理と併用す

る方式が広がりつつあるが，ここではリンだけの処理と

するためPACを投入する凝集剤添加活性汚泥法を想定す

る．投入量は汚水のリン濃度（福岡市の実績データ24)，

4.7mg/L）に対してモル比等量とした．増加する汚泥は

AlPO4の形態を想定した． 

     37)

c) リン酸肥料製造について 

 リン酸肥料製造については，既存の検討事例37)が参考

にできる．同文献では4種類のリン単肥についてインベ

ントリ分析がなされており，概ね2.5～7.3 kg-CO2/kg-Pの
範囲にあった．また，同文献に記載されている年間消費

量から加重平均した値として約4.9 kg-CO2/kg-Pという値

が得られた．この数値を比較の対象とする． 

 なお，リン酸肥料には他にも検討事例38)があり，その

値は約3.3 kg-CO2/kg-Pであった．このデータは数種類あ

るリン酸肥料の1種類を対象としたものであるが，比較

対象のベースであるリン酸肥料についてもインベントリ

分析に幅があることに留意して検討結果を判断する必要

があることを示している． 

(3) ベースラインからの増加量と肥料製造でCO2排出量

の比較 

 検討条件の整理にもとづいて各検討ケースでのベース

ラインからの増減要因を整理すると表-10のようになる． 

 ベースラインからリン回収を行う場合の，CO2排出量

の計算した結果を回収リン1kgの数値として，リン酸肥

料の値とともに図-8に示す． 
 結果では，脱リンのある下水処理施設でのケースと汚

泥再生処理センターでのケースではリン酸肥料製造と

CO2排出量がほぼ同程度となっている．このような施設

では現状のリン資源の逼迫の状況を考慮すれば，リン資

源回収を前向きに検討してもよいのではないかと考えら

れる．また，富栄養化が問題となる総量規制地域等閉鎖

性水域流域の下水処理施設でのリン除去処理の導入の動

機づけにもなると考えられる．COD総量規制地域（同

時に富栄養化が懸念される水域流域）の人口は平成16年
度で約68百万人39)で我が国の人口の50％以上であり，リ

ン資源循環にとって効果が期待できる．ただし，いずれ

のケースにおいても後段の汚泥処理量の削減や廃熱利用

などによる負荷量削減効果を大きく見ているため，実施

設で今回の検討どおりになるか検証が必要になる． 

 一方で，リン除去処理のない下水道の場合には，リン

回収がCO2排出の面でも重荷になる可能性がある結果と

なった． 
 

6.  まとめ 

 

 全体としては，検討の結果として条件つきではあるも

のの，リン資源循環に向けたシステム作りを政策的に積

極的に取り組むことが有効であることが示されたと考え

られるが，個別には，以下の成果があった． 
(1) リン資源循環の改善について 
a) リン一次資源消費の減量及び回収量の増加について 

 (a) 現状の農用地等の土壌へのリン蓄積の状況を見る

とリン酸肥料の施肥量は削減余地はあると考えられる．

そのための対策としてたい肥等を考慮した施肥設計の改

善も有効な手段である． 
 (b) 生活系のリン排出量を検討して現状で適用可能と

考えられる技術での潜在的リン回収可能量の把握を行っ

た．その結果，リン鉱石での輸入量に対して約20％の回

収が可能と考えられた． 
 (c) 本研究の基本的着想であるリン資源の輸入量の究

極的削減に向けては，家畜ふん尿のリン資源活用の問題

点の改善や鉄鉱石経由などリン利用を意図しないリン輸

入量の循環利用など全体量として大きなセクターの循環

システムへの組み込みが必要である． 
 (d) 厨芥等の生ごみに含有するリンの量もマクロ的に

も大きな値である．この量を循環システムに組み込むた

めには直投式ディスポーザー等の対応も考慮できる． 
b) 地球温暖化影響との関連から 
 (a) リン酸肥料との製造とリン回収のCO2排出量の比較

を行った．リン回収設備については，現状の技術に対し

て改善を行ったり，排熱については完全な再利用を考慮

した検討ではあるが，現状で脱リン設備のある下水処理

施設や汚泥再生処理センターでは，CO2排出量の増加を

抑えてリン回収ができる可能性が示された． 
 (b) 前述のように，現状においてリン回収を進めるた
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めには，現状技術の改善や汚泥量削減や排熱の有効利用

など負荷削減が確実に行われることが前提となる． 
 また，リン回収のための薬品について過剰に投入した

場合の汚泥増加分は考慮しておらず，この点については

実施設等の実績から回収可能量や汚泥収支等を検討する

必要がある。 
 (c) 脱リン処理のない下水処理施設に対して新たな技

術開発または仕組みの構築が必要である． 
 
(2) 今後の課題 

 本研究は，目的に対してまだ端緒に過ぎないものであ

るため，検討の課題も多く残っている．重要な事項とし

て以下の点を挙げる． 
a) LCA解析の精度向上 

 本稿での提案の根幹となるインベントリ分析にはさら

なる精度向上が必要である．リン回収については新規技

術の技術評価でのモデル設計を利用するとともに種々の

技術改善を前提としているため，実施設の稼動データや

設計データを用いて技術的・システム的な面の裏づけを

検証する必要がある．また，比較対象としたリン単質肥

料のLCIデータにも幅があり検証を進める必要がある． 
b) 生活排水処理汚泥再生利用の総合的比較評価の必要性 
 本検討でのリン回収は生活排水処理汚泥の汚泥処理過

程が対象となった．ただし，汚泥の再資源化は他にもい

くつか方法があり，その中での総合的な比較検討によっ

てリン回収の有効性や意義を明確にする必要がある． 
c) 地域モデルの提案 

 今回の検討ではマクロ的なリン収支やモデル的に設定

した施設を検討対象としたが，地域範囲での循環システ

ムを提案するとともに，その評価を行う必要がある．そ

の中では，回収と消費のマッチングを考慮すること及び

経済性な検討を加える必要がある． 
d) 我が国全体でのリン収支に向けた改善検討 

 本論文の基本的コンセプトである我が国でのリン収支

改善に向けては，農業，畜産，化学工業，排水処理など

複数のセクターでの連携した総合的な取組が必要である．

そのために，各セクターでの技術を見極めた改善に向け

たシナリオづくりを行い，技術やシステム改善の目標を

提示する必要がある． 
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湖流域下水道管理事務所，アタカ大機株式会社，JFEエ
ンジニアリング株式会社，日本ガイシ株式会社，三機工
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RESEARCH ON FUNDAMENTAL CONDITIONS FOR BUILDING  

THE RECYCLING SYSTEM OF PHOSPHORUS RESOURCES 
 

Mineo TSURUMAKI, Ayako YOSHIDA, Eiichi HOSHIYAMA 
 

   Phosphorus resources are finite resources, and there is an opinion that the excellent phosphorus ore 
which are used now shall be entirely exhausted in near future. On the other hand, phosphorus is a material 
considered to be a cause of the eutrophication of the closed water area. Therefore, the recycling of 
phosphorus resources is the important measure for resource and environmental protection.  
    At first, we examined about the problems of phosphorus income and expenditure of Japan, and about 
how much potential volume of phosphorus can be reused  under the recent technology. Next we 
researched how much phosphorus can be reused by current wastewater treatment technology , and about 
whether phosphorus recycling can be carried out without global warming damage. 


